



















































 横山美夏 ｢契約締結過程における情報提供義務｣ ジュリ1094号(1996)128頁､
小粥太郎 ｢『説明義務違反による損害賠償』 に関する2,3の覚書｣ 自由と正義47




約の適正化の方法を論じる｡ なお本稿において､ 当事者とは､ ｢情報提
供義務者｣ と ｢情報提供の相手方｣ を意味する｡ ｢相手方の望んでいた






























































務が存在していなくてもよい｡ 第二は､ 情報提供義務者と､ その相手方
の二者の間の問題である｡ 第三者との関係については本稿では論じない｡
第三は､ 契約交渉過程において､ 情報提供義務者が情報提供の相手方に











































論述の方法は､ まずはじめに､ 日本法の現状について､ 民法上の処理
についての裁判例､ 学説を検討することにより､ 問題点を明確化する








































































 情報提供義務が課される根拠に関する議論については､ 潮見佳男 『債権総論
Ⅰ』 (第２版)(2003)570頁以下参照｡
 本田・前掲(注4)51頁｡
 たとえば､ 保険契約について､ 木下孝治 ｢ドイツ保険監督法上の保険者の情
報提供義務及び契約締結(1)～(8)｣ 阪大法学188号375頁以下､ 189号579頁以下
(以上､ 1997)､ 192号1243頁以下､ 193号137頁以下(以上､ 1998)､ 205号１頁以
下､ 206号239頁以下､ (以上､ 2000)､ 210号899頁以下､ 213号557頁以下(以上､
2001)､ 投資取引について､ 平野裕之 ｢投資取引における被害者救済法理の相
互関係について―投資取引における事業者の情報提供義務―(1)(2)｣ 法律論叢






















詐欺錯誤と情報提供義務 (1) ～ (3完)｣ 民商102巻２号180頁以下､ ３号78頁
以下､ ４号54頁以下(以上､ 1991)､ 馬場圭太 ｢フランス法における情報提供義






下､ ３号61頁以下(以上､ 1978)､ ４号76頁以下(1979)､ 岡孝 ｢情報提供者の責
任｣ 『現代契約法大系7巻』 306頁以下(1984)､ 藤田寿夫 『表示責任と契約法理』
(1996)205頁以下､ 同 ｢説明義務違反と法解釈方法論―詐欺規定と評価矛盾す
るか？―｣ 神戸学院法学27巻１=２号１頁以下(1997)､ 同 ｢取引交渉過程上の
法的責任｣ 『現代取引法の基礎的課題』 533頁以下(1999)､ 潮見佳男 『契約法理


























 平野・前掲(注9) (1) 15頁において､ ｢契約解消型｣ ｢損害賠償型｣ と名付け
られている｡ また､ 磯村保 ｢違法な取引に対する救済｣ ジュリ1097号(1996)109





採用)､ 契約法秩序(瑕疵担保責任論､ 債務不履行責任)､ 不法行為秩序(社会生
活保安の義務論､ 自己決定権の理論)を利用するものと､ ②新たな契約責任観
に立つ契約締結上の過失を導入するものとを分類する｡










































際に､ ①不動産売買に関する裁判例､ ②保険契約に関する裁判例､ ③フ
ランチャイズ契約に関する裁判例､ ④雇用契約に関する裁判例の四つに
分類をして紹介する｡ ①不動産売買契約は契約の目的が ｢物｣ であるた
め､ 瑕疵担保責任との関連が問題となってくる｡ ②保険契約では､ 個別
的条項についての情報提供が問題となっている｡ ③フランチャイズ契約
は契約前の情報提供義務が問題となる典型的事例であり､ 裁判例も多い｡

































































































も多い｡ 法的根拠としては､ さまざまなものが主張されている｡ 情報提
供義務違反を理由とした信義則違反および不法行為責任[J-1]､ 瑕疵担
保責任[J-2]､ [J-6]､ 不法行為責任[J-3]､ [J-4]､ 信義則上の付随義務違









































































































































































損害賠償が求められた裁判例は､ [J-1]､ [J-2]､ [J-3]､ [J-4]､ [J-5]､
[J-6]､ [J-7]､ [J-8]､ [J-12]､ [J-13]､ [J-14]､ [J-15]､ [J-16]､ [J-17]､
[J-18]､ [J-19]､ [J-20]であり､ このうち実質は減額が求められている裁



















れている｡ つまり､ ｢容積率500パーセントのマンション｣ においては ｢日照・
通風の阻害｣ という ｢損害発生の原因は､ すでに契約締結前に存在していた､
つまり潜在的な瑕疵がすでに契約締結前にあり､ それが後に､ 隣地マンション




任が肯定された裁判例として､ [J-3]､ [J-4]､ [J-7]､ [J-8-1]､ [J-11-1]､
[J-12-1]､ [J-14-1]､ [J-19]､ [J-20]がある｡ 否定された裁判例として､
[J-1]､ [J-8-2]､ [J-11-2]､ [J-12-2]､ [J-13]､ [J-14-2]､ [J-15]がある｡
肯定された裁判例である[J-3]では､ 鑑定評価額の二倍程度の価格を
超える部分について､ 注意義務違反による不法行為に基づく損害賠償責
任が認められた｡ ただし､ 三割の過失相殺がなされた｡ 懈怠された情報
の内容については考慮されていず､ 二倍という数字も特に根拠はなさそ










は､ 情報提供懈怠､ 誤情報提供は､ 労働基準法15条1項に規定する労働
契約締結時の労働条件明示義務に違反し､ そして､ 雇用契約の締結過程
の信義則に違反することを理由として､ 不法行為に基づく慰謝料請求が
認められた｡ 慰謝料額は､ 100万円である(ただし､ 契約成立後の不利な
































































 金井説は､ 損害賠償の範囲について､ 店舗開業のために要した費用は､ 全額
損害として認定する ｢契約締結開業基準｣ と店舗営業が中止されるまでの期間
のための支出・費用(契約締結・店舗開業のための支出費用のうちの店舗営業
期間中の支出・費用)は､ 損害から控除する ｢経営破綻基準｣ があるとし､ [J-






























































































































 金井高志 『フランチャイズ裁判例の理論分析』 (2005)｡
 金井・前掲(注45)24頁､ 同 ｢フランチャイズ契約締結過程における紛争の判
例分析(2)｣ 判タ1061号28頁(2001)｡
 金井説は ｢積極的情報開示提供義務｣ と ｢消極的情報開示提供義務｣ という
用語を用いている｡ 金井説は ｢情報開示提供義務｣ は契約自由の実質的保障の
ため知識・情報力において優位に立つ当事者に課される義務としていて､ これ
は本稿における ｢情報提供義務｣ と同様であるので､ 本稿においては ｢情報提
供義務｣ という用語で統一する(金井・前掲(注45)26頁､ 同 ｢フランチャイズ
契約締結過程における紛争の判例分析(1)｣ 判タ1059号11頁(2001)参照)｡







































は､ 情報提供義務とは別に助言義務が生じるとする｡ この ｢自己決定
保護のための情報提供義務｣ の効果としては ｢原状回復的損害賠償｣ と
されているが､ これは合意の瑕疵､ 公序良俗規範､ 契約の一部無効の
理論が整備されるまでの過渡的な方法であるという｡ ｢自己決定保護
のための情報提供義務｣ ではない､ ｢給付の期待の挫折に向けられた行








































 横山・前掲(注1)130頁以下｡ たとえば､ コンピューターソフトの売買契約につ
き､ 勧誘に際してトラブル時には即日社員が派遣される旨売主が述べ､ 買主がそ
れを信頼して契約を締結した場合には､ 当該表示内容は契約上の債務を構成する

































 上田誠一郎 『契約解釈の限界と不明確条項解釈準則』 (2003)｡
 上田・前掲(注68)219頁､ 226頁｡ ドイツ法においては､ 原状回復主義が原則な
ので､ その性質上､ 対価関係以外の契約条件の現実の変更も認められうる｡ 契約
条件変更型を明示的に認めたドイツの学説としてGrigoleit, Vorvertragliche









































情報提供義務の効果として､ 現在は ｢原状回復的損害賠償｣ が導かれて
いるが､ これは過渡的な手段であり､ 本来は合意の瑕疵､ 公序良俗規定
によって処理されるべきであるとする｡ これに対し､ ②契約の履行に向



































 潮見・前掲(注7)583頁｡ 潮見説は､ 債務の構造について次のように考えてい

























 藤田・前掲(注11) 208～213頁｡ ここでは､ Hans Stoll, in ; Festschr. f.



































 金井・前掲(注47)10頁､ 同 ｢フランチャイズ契約締結過程における紛争の判
例分析(4)｣ 判タ1067号111頁(2001)｡ 消極的情報提供義務とは､ 誤った情報を






























































 円谷峻 『契約の成立と責任(第2版)』 (1988)33～34頁｡
 円谷・前掲(注88)220,223～235頁｡ 他､ 後藤巻則 ｢不当表示と情報提供者の

























 有効型については論者によって表現は異なっている｡ 円谷説は ｢望ましくな
い契約からの保護｣､ 潮見説は ｢不当表示事例｣ と表現している｡
 本田純一 ｢『契約締結上の過失』 理論について｣ 現代契約法大系第一巻(1983)
193頁以下､ 同 『契約規範の成立と範囲』 (1999)59～62頁､ 平野裕之 ｢いわゆ











判断の対象としたものである｣ と理解している｡ しかし､ ｢提供される







































笠井説は､ 保証責任と表示責任の関係について､ 藤田説は ｢瑕疵担保
責任に関するいわゆる新説の立場にたち､ 表示責任の観点から性質保証


























































困難であり､ 有益ではないであろう｡ しかしながら､ 類型化された事例
ごとに要件･効果を考え､ それらを統括する概念として契約締結上の過
失を用いることもできると考えられる｡






















































本稿は､ 平成20年度科学研究費補助金 (若手研究 (スタートアップ) 課
題番号20830009) の助成による研究成果の一部である｡
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